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講演内容 

1.試験研究炉の解体廃棄物について 
 
２.解体廃棄物の処理処分に向けた取り組み 
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試験研究炉の解体廃棄物について 

●試験研究炉の状況 

目  的：エネルギー利用、学術利用産業利用、医学・治療利用、放射線 
     科学・技術、人材育成 
熱出力：1w～数十MW以上 
型  式：低濃縮U軽水減速冷却型、濃縮U水素化Zr減衰軽水冷却型、 
     ・・・・等の様々な型式の原子炉が存在 
 
廃止措置に着手した試験研究炉もあり、解体廃棄物の処理処分に向けた
具体的な対応が必要な状況 
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原子力施設の解体フロー 

解体 

・除染 

・内装機器・配管・セル等の解体 

・放射化/汚染した壁・床等のハツリ 

・汚染検査 

管理区域解除 

前処理 
・焼却 
・溶融 
・圧縮 

廃棄体化 
・固化 
・充填 

処理 

施
設
の
廃
止
決
定 

解体物 

廃
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措
置
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画
の
策
定 

廃
止
措
置
計
画
の
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請 

廃
止
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置
計
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の
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放
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性
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物 

廃止措置終了 
の確認 

確認 

産業廃棄物等 

解体準備 

・停止措置 
・核燃料物質搬出 
・汚染状況調査 
・工程洗浄/系統除染 
・安全貯蔵 

：廃止措置の範囲 

処
分 

測
定 

再
利
用
・
再
生 

産
業
廃
棄
物 
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管
・
管
理
・
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国
に
よ
る
測
定
結
果
の
確
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クリアランス 

液体廃棄物 

液体廃棄物 
固体廃棄物（主に可燃物） 

固体廃棄物（主に金属廃棄物） 

固体廃棄物（主にコンクリート） 各工程の主要放射性廃棄物 
・共通的に作業衣や手袋等
の可燃物等も別途発生 

・廃棄物中の放射能濃度は
施設の種類や解体箇所等に
より様々であるが、一般的に
壁・床等のはつりで発生する
固体廃棄物は放射能濃度
が低いものが多い 

科学技術・学術審議会研究計画・評価分科会原子力科学技術委員会原子力施設廃止措置等作業部会（第1回：H29.2.2）資料3に加筆修正 4 



1.試験研究炉の解体廃棄物について 
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動力試験炉（JPDR : Japan Power Demonstration Reactor ）の概要 

• 我が国における原子力発電の早期実現を期して建設され、1963年10
月26日に日本最初の原子力発電に成功した研究用沸騰水型軽水炉
（BWR：9,000ｋW）  

• 1976年に運転を終了 
• 1986年より解体を開始し、1995年に更地化 

原子力発電開始操作（1963年10月26日） 

JPDR外観 

JPDRの解体について 
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準備作業 

接続配管解体撤去 

原子炉圧力容器解体撤去 

原子炉格納容器除染･測定 

周辺機器撤去 

炉内構造物解体撤去 

放射線遮へい体解体撤去 

建家内設備機器撤去 

原子炉格納容器解体 

建家除染・確認測定 

建家解体 

整地 

1986年度 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 解体経過 

JPDRの解体について 
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保管廃棄施設 

廃棄物埋設実地試験  

遮へい容器 

1m3鋼製容器 

200㍑ドラム缶 

非放射性廃棄物（非管理区域） 
 3,190 ton 

放射性廃棄物でない廃棄（管理区域内発生：水色部分） 
17,480 ton 

解体廃棄物量の内訳 

放射性廃棄物 
3,770ton 

発生量 
約24,440ton 

処分、再利用 
（91%） 

(2,100ton) 

(1,670ton) 

放射性廃棄物は極低レベルコンクリート等廃棄物を除いて全て保管 

極低レベルコンクリート等廃棄物を廃棄物埋設実地試験に使用 

発生した廃棄物を適切に区分し、極低レベルコンクリート等廃棄物の埋設実施試験、「放射性廃棄物でない廃棄物」
の適用等により、全体の90％以上（約22,340ton）の廃棄物を処分、再利用 
汚染や放射化した金属、コンクリート等、残り約2,100tonについては今後処分が必要 

JPDRの解体廃棄物について 
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JPDRの解体廃棄物について 

白石、助川、柳原、動力試験炉（JPDR）の解体廃棄物データの分析,JAERI Dara/Code99-050(2000)のデータから集計及び図面に加筆修正 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 

発
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棄
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0

1,000

2,000

3,000

放射能濃度レベル区分 
   (汚染金属以外) 
Ⅰ：4,000Bq/g以上 
Ⅱ：40～4,000Bq/g 
Ⅲ：0.4～40Bq/g 
Ⅳ：0.4Bq/g未満 

金属 

コンクリート 

付随廃棄物 

放射能濃度レベル区分 
    （汚染金属） 
Ⅰ：400,000Bq/cm2以上 
Ⅱ：4,000～400,000Bq/cm2 

Ⅲ：40～4,000Bq/cm2 

Ⅳ：40Bq/cm2 
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コンクリート 
（56.9%） 

付随廃棄物（11.2%） 

金属（C/S） 
（26.3%） 

金属（Al） 
（0.4%） 

金属（SUS） 
（2.8%） 

金属（その他）（0.4%） 

保温材（0.7%） 
ケーブル類（0.2%） 
その他（0.8%） 

解体廃棄物の材料別割合 



JPDRの解体廃棄物について 
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生体遮蔽鉄筋 

一般機器 

建屋構造物鉄筋等 金属 

白石、助川、柳原、動力試験炉（JPDR）の解体廃棄物データの分析,JAERI Dara/Code99-050(2000)のデータから集計 

原子炉圧力容器 

炉内構造物 

JPDR原子炉建屋の概略図 
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JPDRの解体廃棄物について 
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Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 

放射化 

汚染 

放射化 

汚染 

解体使用機器等 

カートンボックス等 
スラッジ等 

白石、助川、柳原、動力試験炉（JPDR）の解体廃棄物データの分析,JAERI Dara/Code99-050(2000)のデータから集計 
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2,000

収納容器毎の解体廃棄物発生量 

遮蔽 
容器 

3m3 

鋼製 
容器 

1m3 

鋼製 
容器 

フレキ
ブルコ
ンテナ 

200Lド
ラム缶 

梱包
等 

カート
ンボッ
クス等 

コンクリート 

金属 付随廃棄物 

埋設実地試験に使用 
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写真３  廃棄物埋設用トレンチ外観 
 及び雨水浸入防止用テント（定置開始前） コンクリート等廃棄物のフレキシブルコンテナへの収納 

 

写真４ 廃棄物埋設地（覆土終了後） 

解体廃棄物（コンクリート等廃棄物）の埋設実地試験 

↑写真１ 
写真２→ 

JPDRの解体廃棄物について 

埋設重量：約 1,670 トン 
埋設段階：埋設作業期間及び上部覆土安定まで

の約２年間：平成７～９年度 
保全段階：埋設終了後２９年を経過した時点 
       （現在は保全段階） 
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原子炉建屋

タービン建屋

原子炉補助建屋

タービン

発電機

カランドリアタンク
(炉心タンク)

生体遮蔽体ｺﾝｸﾘｰﾄ

原子炉格納容器

原子炉冷却系再循環ポンプ

(注)  除染等の処理を想定 

：放射能レベルの比較的高いもの (レベル1） 

：放射能レベルの比較的低いもの (レベル2） 

：放射能レベルの極めて低いもの (レベル3） 
：放射性物質として扱う必要のないもの 

放射能レベル区分 
発生量 

（単位：トン） 

低レベル放
射性廃棄
物 

放射能レベルの比較的高いもの
（レベル1) 約500 

放射能レベルの比較的低いもの
（レベル２) 約4,400 

放射能レベルの極めて低いもの
（レベル３) 約45,500 

放射性物質として扱う必要のないもの 約600 

合 計 約50,800 

放射性廃棄物でない廃棄物 
（管理区域外からの発生分を含む） 

約141,000 

(＊) 汚染のない地下の建屋、構造物、事務
所、倉庫等 

約170,000  

           総 計 約361,800 

熱出力：557MW 
建設時期：昭和52年完成 
初臨界：昭和53年 
運転終了：平成15年 
設備解体：平成20年開始 

廃止措置中の例 －ふげん－ 
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廃止措置中の例 －JRR-4－ 

放射能レベル区分 重量(t) 

低レベル
放射性
廃棄物 

比較的放射能レベルが高い物 0.002 

放射能レベルが低い物 3 

放射能レベルが極めて低い物 1400 

放射性物質として扱う必要がない物 8421 

放射性廃棄物でない廃棄物 3632 

合  計 13457 

熱出力：3,500ｋW 
初臨界：昭和40年1月 
運転終了：平成22年12月 
廃止措置申請：平成27年 
廃止措置認可：平成29年 
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試験研究炉の廃止措置に伴い発生する廃棄物量のイメージ 

102 

101 

研究炉の熱出力と廃棄物量の関係等 

炉形の異なる試験研究炉の廃止措置に伴い発生する廃棄物として、「放射性物質として扱う必要のない物」
～「比較的放射能レベル高い物」として廃止措置計画書等に記載されている物量について整理 
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２.解体廃棄物の処理処分に向けた取り組み 
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浅 地 中 
埋 設 処 分 

操  業 
廃棄物発生 

解体 
廃棄物発生 

処 理 前 
中間保管 

廃棄物減容 
・固化処理 

蒸発・焼却 
・圧縮処理等 

処 理 後 
中間保管 

ｾﾒﾝﾄ均質・均一・
充填固化 

廃棄体化 
処 理 

処 理 後 
中間保管 

輸 送 

 蒸発・焼却処理等の中間
処理設備の整備及び運用 

 廃棄物の保管 
 廃棄体化処理に備えた分

別、分類方策検討、構築、
運用 

 廃棄体化処理設備の整備及び運用 
 廃棄体の保管 
 ＳＦ等放射能評価方法の構築 
 廃棄体性能評価手法の構築 
 廃棄物埋設確認 
 廃棄体輸送 

 埋設施設の立地推進 
 環境調査、受入検査施設、埋設

施設設計 
 廃棄体受入基準設定 
 重要核種選定、安全評価 
 埋設事業計画・資金計画の策定 
 関連規制法の法令整備 

低レベル放射性廃棄物処分に向けた流れ 
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放射性廃棄物処理の標準的なフロー 

J
A
E
A
原
子
力
施
設

 

地
層
処
分 

中
深
度
処
分 

ピ
ッ
ト
処
分 

ト
レ
ン
チ
処
分 

減容処理 

減容処理 /充填 

吸着/蒸発濃縮/凝集沈殿 

水蒸気改質 

セメント混練 

モルタル充填 

アスファルト固化 

セメント固化 

プラスチック固化 

減容処理 

焼却 

圧縮/溶融/充填 

焼却 

高線量 
固体廃棄物 βγ 

α 

可・難燃物 

セメント混練 

モルタル充填 

不燃物 

イオン交換樹脂 

可・難燃物 

不燃物 

イオン交換樹脂 

焼却 

圧縮/溶融/充填 

減容処理 

焼却 

圧縮/充填 

低線量 
固体廃棄物 βγ 

α 

可・難燃物 

不燃物 

イオン交換樹脂 

可・難燃物 

不燃物 

無機廃液 液体廃棄物 

廃油 

廃溶媒 

焼却 

圧縮/充填 

U回収 

U 可・難燃物 

不燃物 

澱物 

砂充填 

砂充填 

* 1 具体的な処理方法は、今後検討 

* 1 

* 1 

* 1 

* 1 

施設中長期計画（原子力機構、平成29年4月） 18 



試験研究炉の解体廃棄物処分に向けた処理方策 

試験研究炉の放射化等の事前の放射能評価、廃棄物発生時等の廃棄物分別
及び実廃棄物の放射能評価が重要 

解体廃棄物の性状：極低レベルの金属、コンクリートが主体 

金属類 

角形容器 200Lドラム缶 フレコンバッグ 

砂、セメント系材料で充填 

コンクリート コンクリート、金属以外の雑固体 

砂、セメント系材料で充填 

 砂、セメント系材料の充填設備の設置・運用 
 放射能レベルの高い廃棄物の処理は操業廃棄物と同様であり、 
  所要の処理設備・施設の設置・運用 

19 
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■ 埋設処分物量（見込み）（平成25年度調査結果） 

 ・平成60年度末までに想定される埋設処分物量 
  ：約56万本（200ℓドラム缶換算） 

 （うち、原子力機構の廃棄体物量は約39万本） 

● 当面、浅地中処分（トレンチ、コンクリートピット処分）を実施 

■ 対象廃棄物の種類 

○ NUMOが行う地層処分相当分を除く低レベル放射性廃棄物
のうち、 
①原子力機構の業務に伴って発生する廃棄物 
②原子力機構以外の者から処分の委託を受けた廃棄物 

     （実用発電用原子炉施設及び発電に密接に係わる施設であって政令で定
める施設から発生する物を除く） 

■ 埋設施設の規模 
・上記の物量に物量変動への対応を考慮して、廃棄体60万本に相当する規模コンクリートピット（約22万本）及びトレンチ
（約38万本）を設置予定 

受入検査施設 

トレンチ 
(操業中) 

コンクリート 
ピット(覆い施工後) 

トレンチ 
(上部覆土後) 

コンクリート 
ピット(操業中) 

原子力機構の埋設事業への取り組み 
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原子力機構の埋設事業の概要 

表層土壌 

ベントナイト混合土 

コンクリートピッ
ト 

排水管 

岩盤 岩盤 

点検路 

角型金属容
器 

1

1

24

30

1

1

8

地下水 

地下水 

側部及び底面遮水工 
底部地下水集排水管 

上面遮水工 

浸出水底部集排水管 

コンクリートピット埋設施設 トレンチ埋設施設（安定型） 
●金属・コンクリート等廃棄物等の安定

５品目を対象 

トレンチ埋設施設（付加機能型） 
●上記以外の廃棄物を対象 

角形容器 

200Lドラム缶 

フレコンバッグ 
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放 射 性 廃 棄 物

J G K T 0 4 7 0 1 7

原 子 力 機

⑤ 照合措置(整理番号及び標識)

① 容器及び固型化材料の仕様

③ 表 面 密 度 限 度

⑧ 有害な空げき

⑥ 廃棄体の均質性及び圧縮強度

⑨ 健全性を損なう物質の有無

② 廃棄物との一体的な充填

均質・均一固化体 充 填 固 化 体

(液体状の廃棄物を固化したもの) (固体状の廃棄物を固化したもの)

⑦ 申請核種(重要核種)

核種毎の最大放射能濃度

④ 著しい破損の有無

※ コンクリート等廃棄物を鋼製角型容器に収納する場合に適用す
る受入基準、フレキシブルコンテナに収納する場合は適用されない 

角形容器 

フレコンバッグ 

コンクリート等廃棄物 

④ 申請核種（重要核種） 
  核種毎の最大放射能濃度 

⑤ 空げきの充填* 
⑦申請核種（重要核種） 
  核種毎の最大放射能濃度 

⑧ 有害な空げき 

⑨ 健全性を損なう物質の有無 

③ 爆発性の物質の有無 

処分に向けた廃棄体の受け入れ基準の整備 

充填固化体 均質・均一固化体 
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①飛散防止措置 

②照合措置（整理番号及び標識） 

① 容器及び固型化材料の仕様 

② 廃棄物との一体的な充填 

③ 表 面 密 度 限 度 

⑥ 廃棄体の均質性及び圧縮強度 

④ 著しい破損の有無 

⑤ 照合措置（整理番号及び標識） 



廃止措置中の立教大学TRIGA-II型炉をモデルに、放射能評価法の検討として、(1)研究炉構造材のサンプリング・分析、
(2)分析結果の放射化計算との比較 

炉心中心高さ、炉心中心高さの30cm上方の2か所からコアボーリングにより炭素鋼・アルミニウム合金・重コンクリート試料を
採取し、試料の材料組成分析、放射化学分析 

採取点① 
炉心中心高さ
の原子炉容器
壁面 

採取点② 
炉心中心高さの
30 cm上方の原
子炉容器壁面 

サンプリング箇所（立教大TRIGA-II型炉断面図） 

(1)研究炉構造材のサンプリング・分析 

炭素鋼の材料組成分析結果 (ppm) 

炭素鋼の放射化学分析結果*(Bq/g) 

* 2016/12/1時点の放射能濃度 

試験研究用原子炉の解体廃棄物の放射能評価法の検討 

元素 採取点① 採取点② 
Li ＜2 ＜2 
Fe 990000±15000 992000±15000 
Co 87.8±1.5 86.6±1.5 
Ni 386±7 383±7 
Nb ＜0.5 ＜0.5 
Ag 1.19±0.03 1.15±0.03 
Cs ＜0.5 ＜0.5 
Eu ＜0.5 ＜0.5 
U ＜0.5 ＜0.5 

核種 採取点① 採取点② 
Co-60 3.38±0.07 1.45±0.03 
Ni-63 0.588±0.019 0.258±0.016 

炭素鋼の材料組成分析結果の文献値との比較* (ppm) 

10-3

10-2

10-1

100

101

102

103

104

105

106

立教炉

NUREG（鉄筋）

ふげん

元
素

濃
度

 (p
pm

)

元素

Li Fe Co Ni Nb Ag Cs Eu U

* 矢印は定量下限値以下であることを示す。 

NUREG：Evans et al., NUREG/CR-3474 (1984).  

ふげん：川太 他, 日本物理学会和文論文誌 9, 405 (2010).  23 



(2)分析結果の放射化計算との比較 

② 放射化計算結果と放射化学分析結果の比較 
放射化計算の結果（C）と放射化学分析結果(M)の比
較結果から、炭素鋼については計算により放射能濃
度を保守的に評価可能(C/M > 1.0)  

①材料組成分析結果を用いた放射化計算の実施 
2次元離散座標輸送計算コード(DORT)により、円筒座標系に
おける中性子束分布を計算し、材料組成分析結果を用いて
ORIGEN-ARPコードにより放射能濃度を計算 

炭素鋼についての計算値(C)と分析値(M)の比(C/M) 

元素 採取点① 採取点② 
Co-60 2.34 3.40 
Ni-63 1.71 2.42 

採取点① 

採取点② 

採取点① 

採取点② 

採取点① 

採取点② 

熱中性子束分布 熱外中性子束分布 高速中性子束分布 

試験研究用原子炉の解体廃棄物の放射能評価法の検討 
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 JPDRの解体金属廃棄物中の放射能評価手法の検討結果（例） 
Ni-63はKey核種（Co-60）と相関傾向が見られ、統計的手法（t検定）からも相関関係が成立したことからSF法を適用 
Sr-90について平均放射能濃度法を適用 

試験研究炉の解体廃棄物の放射能確認手法の検討 

冷却水系統 
タービン 

液体廃棄物処理系統 
液体廃棄物処理系統（検出限界値） 

検出限界 × 

廃棄物の発生箇所 
冷却水系統 タービン 

液体廃棄物処理系統 液体廃棄物処理系統（検出限界値） 
検出限界 × 

廃棄物の発生箇所 
冷却水系統（検出限界値） 

トレンチ処分の10μSv/y相当濃度 

トレンチ処分の10μSv/y相当濃度 
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重要核種 評価方法 重要核種 評価方法 
1 H-3 平均法*1*5 9 Nb-94 SF法 
2 C-14 平均法*1*5 10 Tc-99 平均法*1*5 

3 Cl-36 平均法*2*5 11 Ag-108m 非破壊*4 
4 Ni-59 理論法*3 12 Cs-137 非破壊 
5 Co-60 非破壊 13 Eu-152 平均法*1*5 

6 Ni-63 SF法 14 Eu-154 平均法*2*5 
7 Sr-90 平均法*1*5 15 Ho-166m 平均法*2*5 
8 Mo-93 平均法*2*5 16 全α 平均法*2*5 

*1：H-3、C-14、Sr-90、Tc-99、Eu-152は、key核種との相関が見られず、平均放射能濃度法を適用 
*2：Cl-36、Mo-93、Eu-154、Ho-166m、全αは、検出値が得られず、検出限界値による平均放射能濃度法を適用 
*3：Ni-59は、Ni-63の放射能濃度から計算（放射化断面積の比による）による理論計算法を適用 
*4：Ag-108mはCo-60との相関が見られず平均放射能濃度法の適用が考えられるが、比較的測定が容易なエネルギーのγ線を放出する

ことから、非破壊測定法を適用 
*5：平均放射能濃度法について、今後分別する保管体では確認分析を実施 

 JPDR金属廃棄物に対する放射能評価手法の検討結果 

 JPDR以外の試験研究炉で
あるJRR-２、JRR-3に対し
ても放射能評価実施中 

 
 これらの各研究炉から発生

した廃棄物に対して共通的
なSF法による放射能評価
の可能性について検討中 

試験研究炉の解体廃棄物の放射能確認手法の検討 
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一体となるような充填の確認 有害な空隙のないことの確認 

モルタルの充填 

廃棄体の受け入れ基準
の１つとして提示 
JAEA-Technology 2016-001 

Pロート 
流下時間 

セメント 水 細骨材 混和剤 

(kg/m3) (kg/m3) (kg/m3) (kg/m3) 
20秒 950 388 827 4.75 

30秒 950 364 891 4.75 

40秒 950 356 912 4.75 

50秒 950 342 950 4.75 

Pロート 
流下時間 上部空げき 内部空げき 残存空げき 

20秒 19.6% 3% 23% 

30秒 19.3% 4% 24% 

40秒 19.8% 4% 24% 

50秒 19.8% 2% 22% 

模擬廃棄物 

模擬廃棄体の切断面 

① 模擬廃棄物の間、模

擬廃棄物とドラム缶
の間の充填 

② 模擬廃棄物が容易に

外部に飛散・漏えいし
ない状態 

 
モルタルと一体となるよ
うな充填が可能であるこ
とを確認 

充填固化体の受け入れ基準の検討 
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トレンチ処分に対する対埋設荷重の確認 
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掘り返した模擬廃棄物 

外観検査 

模擬廃棄体 
200ℓドラム缶 

土壌 

荷
重

(K
N

) 

以下のようなトレンチ処分を想定し、模擬廃棄物への荷重をかけてた際の変位、ひずみ
を計測、試験後、ドラム缶を掘り起し外観検査 

土槽 

10mm   
土中でのドラム缶鉛直変位 

(mm) 

 
 

 
20

0k
N

 
 

 
 

試験結果につい
て取りまとめ 
JAEA-Technology 
2016-023 

充填固化体の受け入れ基準の検討 
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解体撤去物の発生 

分別、除染（必要に応じて） 

一時保管（仮置き） 
（測定待ち） 

測定・評価方法の国への申請・認可 

一時保管（仮置き） 
（確認待ち） 

国による確認 
（抜取検査等） 

一時保管（搬出待ち） 

搬 出 

管理 
区域 

非管理 
区域 

評価・測定 

クリアランスモニタ設置場所の整備及びモニタ装置 

解体撤去物の一時保管状況 
（H20年度～） 

■H21年度：装置設置 
■H22年度～：申請準備 
■H27.2.13：ｸﾘｱﾗﾝｽ測定・評価方法の認可申請 
■H28.11.18:ｸﾘｱﾗﾝｽ測定・評価方法の認可補正申請  

（タービン建屋1階） 

（測定/デモ） 

（B-復水器解体跡地） 

➢方式：ウェットブラスト 
➢処理能力：～2トン/日 
➢ブラスト材：ステンレス鋼（グリッド形状） 

自動除染装置の設置（H26年度） 

クリアランスへの取り組み 
●ふげんでの解体廃棄物のクリアランスの取り組み 

その他の実施事例 
 
① 原子力科学研究所にお

いてJRR-3の改造で発生

したコンクリートのクリア
ランスを実施し所内の路
盤材等として再利用 
 

② 人形峠環境技術センター
において金属廃棄物のク
リアランスを実施中 
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廃棄物の区分 許可区分 

原子力規制委員会 

事業規則 設計基準及び同解釈 濃度上限値 保安規定審査基準、 
定期安全評価ガイドライン 

長半減期低発熱放射性
廃棄物(TRU廃棄物) 

再処理事業 
加工(MOX)事業 

[整備済(地層処分)] 
第一種埋設規則(H21.3) 【検討予定（中深度からトレンチ処分含む）】 

発電所廃棄物 原子炉設置 

【中深度：検討中】 
[整備済] 

炉規法施行令 (H22.3) 【中深度：今後検討】 

[整備済] 
第二種埋設規則(H25.12) 

[整備済] 
第二種埋設許可基準則、同解釈(H25.12) 

[整備済] 
第二種埋設規則(H25.12) [整備済] 

研
究
施
設
等
廃
棄
物 

試験研究炉、研究開
発段階炉の廃棄物 原子炉設置 

[整備済] 
第二種埋設規則(H25.12) 

[整備済] 
第二種埋設許可基準則、同解釈(H25.12) 

[整備済] 
第二種埋設規則(H25.12) [整備済] 

東海再処理廃棄物 
Puセンター廃棄物 

再処理事業 
核燃料物質使用 【検討予定】 

照射後試験施設等 
廃棄物 

核燃料物質使用 
廃棄物管理事業 【検討予定】 

ウラン廃棄物 加工事業 
核燃料物質使用 【今後検討】 

RI廃棄物 
加速器廃棄物 

RI使用施設 
放射線発生装置 

廃棄施設 

【一部未整備*】 
RI法施行規則(*:管理期間終了後の線量基準等) 

【未整備】 
(文科省放射線安全規制検討
会で「濃度上限値」は検討済) 

該当無 

炉規法への処分
の委託 

【検討中】 
RI法廃棄物を炉規法廃棄物とみなして、炉規法施設で処理処分が可能
となる法改正済み（H29.4）。委託基準に係る規則改正予定 

(炉規法で規制) (炉規法で規制) 

医療法等廃棄物 医療法等施設 【未整備:厚生労働省等】 
＊RI法単独で処分がなされる場合には必要 

安全規制制度の整備状況 
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試験研究炉の廃棄物も含む研究施設等廃棄物の埋設処分の実施主体として埋設事業を推進 

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 

年度 

国 

原子力機構 
埋設事業の 
計画策定 

立地環境調査計画の策定 

埋設施設の施工調査・試験 

●環境調査項目の抽出 
●環境調査計画及び現地施工試験計画の策定 

●ドラム缶、角型容器の耐荷重試験 
●遮水シートの選定/長期耐久性試験 

立地基準及び 
立地手順の作成 

2016 ・・・ 

原子力機構法の改正 

埋設施設の 
概念設計 

「技術専門委員会」における 
立地基準及び立地手順の検討 

基本方針の策定 

予備評価 
●埋設施設の地下環境条件等に対する安全性の感度解析 
●廃棄体中の硝酸塩等の含有量評価 
●重要核種の評価方法の検討 

立地基準及び 
立地手順の公表、 
立地に関わる諸活動 

2017 

安全規制制度整備への協力 

●廃棄物容器への砂充填試験 

●遮水層からの浸出水量評価 

原子力機構の埋設事業への推進 
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最後に 

試験研究炉の廃棄物の処理及び廃棄体確認手法確立等の推進 
→様々な型式及び出力の試験研究炉への対応が必要 
→試験研究炉に共通的な処理、廃棄体確認手法の確立により

合理的な対応を図ることが必要 
 

試験研究炉の解体廃棄物の処分に向けて 
→研究施設等廃棄物埋設事業の一環として、JAEAでは廃棄体の
受け入れ基準の整備、提示を推進 

→埋設施設の立地推進に向けた対応を進め早期に事業の開始
を目指す 
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ご清聴ありがとうございました 
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ピット処分対象廃棄体 トレンチ処分対象廃棄体 
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 放射能評価手法の検討結果（例） 
Ni-63はKey核種（Co-60）と相関傾向が見られ、統計的手法（t検定）からも相関関係が成立したことからSF法を適用 
揮発性でKey核種（Co-60）と移行を共にしないH-3について平均放射能濃度法を適用 

1.0E-02

1.0E-01

1.0E+00

1.0E+01

1.0E+02

1.0E+03

1.0E+04

1.0E+05

1.0E-01 1.0E+00 1.0E+01 1.0E+02 1.0E+03 1.0E+04 1.0E+05 1.0E+06

Ni
-6

3 (
Bq

/g)

Co-60 (Bq/g)

検出値

検出限界値

SF

1.0E-04

1.0E-03

1.0E-02

1.0E-01

1.0E+00

1.0E+01

1.0E+02

1.0E+03

1.0E-01 1.0E+00 1.0E+01 1.0E+02 1.0E+03 1.0E+04 1.0E+05 1.0E+06

H-
3 (

Bq
/g)

Co-60 (Bq/g)

検出値

検出限界値

平均値



37 

 評価対象廃棄物 
JPDRの解体作業で発生した放射能レベルが低い汚染金属廃棄物を対象。 
保管廃棄物の全物量は約11,350本*1で、そのうち金属は約7,200本*1 
発生系統を網羅的かつ対象廃棄物（200ℓドラム缶）の中で汚染が有意な廃棄物を選定し、分析用試料を採取*2 

コンクリート 
約2,800本 

雑固体 
約1,350本 

未分別 
約4,950本 

雑固体 
約1,350本 

コンクリート 
約2,800本 

*1：余裕深度処分が想定される廃棄物を除く。200ℓドラム缶換算本数。 
*2：これまで放射能レベルの低い汚染金属廃棄物約2,250本に対し、処分不適物を除去する分別処理作業を実施。

この作業に合わせて分析用試料を採取した。 

金属 
約7,200本 

分別済 
約2,250本 
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測定下限値は1g/m2・day程度であり、暴露時間に応じた透湿性の
有意な劣化は測定されなかった。 

暴露時間と透湿度※ 1の関係(単位：g/(m2・day)) 

※ 1 透湿度は３試料測定したデータの平均値 

気相の水蒸気に対する透湿度1g/m2・dayを、ダルシーの法則※2が成り立
つと仮定して、液相の水に対する透水係数に換算すると、3×10-12cm/sec
となる。この値は、初期品に対する基準値１×10-9㎝/sec以下を満たす。 

0時間 
(初期品) 

2,500時間 5,000時間 10,000時間 15,000時間 

高弾性タイプ 
HDPE 0.13 0.14 0.13 0.16 0.17 

中弾性タイプ 
MEPE 0.33 0.25 0.40 0.41 0.44 

※ 2 ダルシーの法則 水の流量(cm3/s)＝透水係数(cm/s)×動水勾配×断面積(cm2) 
    動水勾配を、遮水シート内外の水蒸気圧差として換算 
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保管棟・Ⅱ 
21,704本/23,000本 

保管施設 
M-2 

616本/700本 

解体分別 
保管棟 

21,984本/22,000本 

保管施設 
L 

52,840本/54,700本 

保管施設 
NL 

11,316本/17,000本 

保管施設 
M-1 

3,657本/3,950本 

保管棟・Ⅰ 
16,442本/18,000本 

128,559本/139,350本※1 

第1処理棟 

焼却 

第3処理棟 
蒸発濃縮、固化 

第2処理棟 

蒸発濃縮、固化 

第2処理棟 
圧縮 

βγ – B固体 

 βγ-A固体 

βγ液体 

α廃棄物 

高減容 
処理施設 

HWTF 

 

地
層
処
分 

 

中
深
度
処
分 

 

ピ
ッ
ト
処
分 

 

ト
レ
ン
チ
処
分 

TWTF 

日本アイソトープ協会へ保管体返却※2 

 
高減容処理施設 

 
前処理・解体分別 

高圧圧縮 

可燃・雑固体 

可燃・雑固体 

圧縮体 

セメント 
固化体 

可燃 

雑固体 

排水貯留ポンド 

フィルタ等 
処理後保管 

焼却灰  

可燃 

※1 実際に保管可能な本数は、約135,000本 

平成27年度末現在 

× 

返却前倒し 

※2 受託処理を行い保管していた日本アイソ
トープ協会からの廃棄物の返却 

× 

アスファルト 
固化体 

廃液 

凡例 
       停止： 
        現状： 
         将来： 
       稼働中： 
  建設中・予定： 

× 

廃棄体 
/処分体* 

製作 
設備 

むつ 
（βγ廃棄物） 燃料・廃棄物取扱棟/保管建屋 

1,079/1,768本 

*  廃棄物確認まで終
了したL3廃棄物を

「処分体」と呼ぶこと
とする。 

原科研及び青森研究開発センター 
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研究施設等廃棄物の処分単価について 

廃棄体200ℓドラム缶換算1本 
 ：コンクリートピット処分：約64万8千円 
 ：トレンチ処分       ：約17万4千円 
                (遮水シートを設置したトレンチ処分場では21万9千円) 

http://www.jaea.go.jp/04/maisetsu/reference/reference.html#nendo 
「平成29年度 埋設処分業務に関する計画」（原子力機構）に記載 

[注]・各欄積算と合計数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。 

埋設事業に係る総費用の積算結果 総費用の積算範囲 
用地取得費 
埋設施設及び附属施設の設計・建設・操業費 
閉鎖後管理費(ピット：300年間、トレンチ50年間) 
人件費 
公租公課 等 

 
 

操業（約５０年）  

 最終覆土（約３年）   

閉鎖後管理（約３００年） 

初期建設（約８年） 

項目 
費用 

ピット トレンチ 合計 

建設費 537 230 766 

操業費 704 385 1,090 

人件費 112 42 154 

一般管理費 13 5 19 

合計 1,367 662 2,029 
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